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２．経営方針 

(ａ)経営の基本方針 

当社は、２０１０年までの２１世紀初頭１０年間を対象としたグループの経営施策の基本方針「グラ

ンドデザイン２０１０」（以下、ＧＤ２０１０）を２００１年度よりスタートしております。この基本

方針に基づき、当社の普遍的なミッションである「企業の公器性」のもと、「企業価値の長期的最大化」

を経営目標に、２１世紀企業の創造を目指しております。 

２０１０年までの１０年間の中間点にあたる２００５年３月期を目途としてＲＯＥ１０％達成の中間

目標を設定しております。この実現に向けて、個々の事業の最強化を狙って分社を含めた各事業の自律

運営を徹底し、またグローバル企業として認知される経営の透明性をさらに向上してまいります。 

 

(ｂ)利益配分に関する基本方針 

株主の皆様への利益配分に関しましては､配当政策を最重要課題のひとつとして認識しております。短

期的な利益配分としましては、連結業績をより重視した配当政策を基本方針としていく予定です。また

中長期的な利益配分といたしまして、将来の事業拡大や今後の経営環境の変化に備えた内部留保を確保

したうえでの余剰資金を使用した自己株買い入れも機動的に実施していく予定です。 

 

(ｃ)投資単位の引下げに関する考え方および方針等 

当社は株式市場での流動性を高め、より広範な投資家の参加を促進するという観点から株価水準と最

低投資金額を考慮し、より投資しやすい環境を整えるために、平成１５年８月１日をもって１単元の株

式の数を１，０００株から１００株に引き下げました。 

 

(ｄ)目標とする経営指標 

当社は、上記ＧＤ２０１０において、株主資本当期純利益率（ＲＯＥ）を経営指標とし、平成１７年

３月期を目途としてＲＯＥ１０％を目指し、業績向上に努力しております。 

 

(ｅ)中長期的な会社の経営戦略 

ＧＤ２０１０に掲げた中期目標の達成を確実なものとするため、年度方針を前年度に引き続き「事業

最強化」とし、当上半期は、前年度から継続する「グループ全社活動による生産性向上のための構造改

革施策=ＶＩＣ２１」（以下、ＶＩＣ２１）を完遂することに最注力しました。また、当下半期において

は、より強化された収益基盤を維持しつつ、徐々に成長への基盤整備を進めることから、当年度方針の

副題を「改革から創造へ」としております。 

ＶＩＣ２１については、その期限である本年９月までに、当初に目標とした①グループ固定費・変動

費３００ 億円の削減、②海外生産比率５０％増、③不採算事業・低採算事業の一掃、を達成いたしまし

た。 
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(ｆ)会社の対処すべき課題 

当社は当中間期末までにＶＩＣ２１を完了いたしましたが、まず平成１７年３月期にＧＤ２０１０中

間目標であるＲＯＥ１０％の達成を図った上でさらに企業価値の長期的最大化を達成すべく、以下の取

り組みを行っていきます。 

① 企業価値最大化のための成長施策としての「グループ成長戦略」 

② 成長領域である中国事業の強化 

③ 既存事業を中心としたオペレーションの生産性向上 

 

(ｇ)コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方およびその施策の実施状況 

①コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、普遍的ミッションとして「企業の公器性」を掲げ、社会の発展へ貢献することを常に目指し、

実践しております。そのため、すべてのステークホルダー（顧客・株主・従業員・社会）の期待に連鎖

する目標として、特に株主価値の向上を図るべく資本市場における「企業価値の最大化」を目指す経営

を実践し、国際社会に通用するコーポレートガバナンスの確立に向けた変革を実施しております。 

本来の取締役会の機能である株主代表としての執行のモニタリング機能を強化し、透明性ある経営を

推し進め、的確な情報開示を実践するとともに、取締役会（ボード）、経営執行（コーポレート）、事業

執行（オペレーション）の分離により、環境変化に迅速に対応できる俊敏なコーポレートガバナンスを

目指しております。 

 

②コーポレートガバナンスに関する施策の実施状況 

当社は、従来から取締役と執行役員の分離を推し進めており、取締役および監査役の体制によって、

これまで培ってきた経営機構や制度の活用をベースに、コーポレートガバナンスの充実に努めておりま

す。委員会等設置会社への移行については、今後も重要な課題として継続して検討してまいります。 

最近１年間における主な施策の実施状況はつぎのとおりです。 

・ 少人数化を果たした取締役会によって業務執行上の重要案件の審議および業務監視の充実化を実

現しております。 

・ 社外取締役を増員して取締役総員６名のうち２名を社外取締役にし、監査役は総員４名のうち 

３名を社外監査役としました。また、取締役会長は、取締役会議長として、執行を兼務せずステ

ークホルダー代表として執行監視を行う体制とし、経営の透明性や客観性を高めました。 

・ 従来より運用している執行役員制度を変革して、執行役員の責任と権限の明確化、業績と成果の

重視を目的とした運営をしております。 

・ また、取締役会の中に、社外取締役を委員長とした「人事諮問委員会」に加え、同様に社外取締

役を委員長とした「報酬諮問委員会」を新たに設置して、取締役社長が取締役および執行役員の

報酬制度や水準について諮問を受けることにしております。 

・ コンプライアンスの強化実現のため、取締役会の直轄委員会として「企業倫理行動委員会」を設

置し、業務執行体制内のコンプライアンス意識の醸成・定着を監視・チェックしております。 

・ 従来からのホームページの充実やＩＲ活動の積極的な展開と併せて、当期より四半期ごとに業績

（米国会計基準）を開示するなど迅速かつ正確な情報開示を実施しております。 

 


